
＊後述の【投資リスク】 【当資料について】および【お申込みに際してのご留意事項】を必ずご覧ください。

騰落率

世界株式 3.8%

世界債券 2.1%

コモディティ -4.9%

スタンダード -7.8%

（ご参考）マイルド -4.2%

（ご参考）ブル -15.1%
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2025年4月以降

世界株式

スタンダード

コモディティ

世界債券

2025年4月2日、トランプ米大統領より、米国が輸入するすべての製品に対する新たな関税の計画が発表されたこと
を受けて、世界的に景気後退懸念が広がった結果、株式市場は大幅に下落しました。スタンダードは4月前半の株式
市場の急落を受けて、株式セクターへの投資配分比率を大きく削減しました。また、コモディティ市場が景気の先行き不
透明感の高まりによる原油価格の急落などを受けて下落したことから、コモディティセクターへの投資配分比率も削減し
ました。4月はこれらのリスクコントロール（リスク水準を一定の範囲内に保つこと）によるポジション調整で損失の抑制を
図りましたが、その後の株価反発局面で株式投資比率が低位であったことから、スタンダードのパフォーマンスは下落後
の安値から緩やかな回復にとどまり、月間では大幅なマイナスとなりました。
5月は、4月の米雇用統計が堅調だったことなどを背景に株式市場が上昇した一方、債券市場は下落しました。スタン
ダードの投資配分については、債券の比率を引き続き増加させるとともに、4月に削減した株式およびコモディティの配分
を市場の落ち着きを受けて再度引き上げました。結果として、5月は株式セクターで収益を獲得した一方、債券およびコ
モディティセクターでは損失が生じ、スタンダードはほぼ横ばいで推移しました。

足元の市場環境とファンドのパフォーマンス

上記は過去の運用実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。

パフォーマンスの推移

出所：ブルームバーグのデータを基に野村アセットマネジメント作成

ファンドは基準価額を使用しています。上記期間において、分配金実績はありません。各指数は円ヘッジベース。
世界株式（円ヘッジベース）：MSCI All Country World Index（配当込み、米ドルベース）と円/米ドルの3ヵ月フォワードレートとスポットレートの実勢値を基に算出。
世界債券（円ヘッジベース）：FTSE世界国債インデックス（米ドルベース）と円/米ドルの3ヵ月フォワードレートとスポットレートの実勢値を基に算出。
コモディティ（円ヘッジベース）：ブルームバーグ商品指数（米ドルベース）と円/米ドルの3ヵ月フォワードレートとスポットレートの実勢値を基に算出。

1.

ダブル・ブレイン・コア（マイルド）/（スタンダード）/（ブル）

の足元の運用状況について

ご参考資料 | 2025年6月

1.  足元の市場環境とファンドのパフォーマンス

2. 戦略別資産別ウェイトの推移

3. ファンドの運用方針

当資料では、ダブル・ブレイン・コア（マイルド）/（スタンダード）/（ブル）をファンド、ダブル・ブレイン・コア（マイルド）を「マイルド」、ダブル・ブレイン・コア（スタンダード）を「スタンダード」、
ダブル・ブレイン・コア（ブル）を「ブル」と称することがあります。

ポ
イ
ン
ト

2025年4月以降の騰落率スタンダードと各指数（円ヘッジベース）のパフォーマンス推移

期間： 2025年3月31日～2025年5月30日期間： 2025年1月31日～2025年5月30日、日次
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スタンダード全体：スタンダード全体の投資配分比率は、3月末時点の約137%から、4月末時点では約101%に
引き下げ、 5月末時点では約144%に引き上げました。株式セクターへの投資配分比率を約65%から約19%へ削
減した後約50%に引き上げたほか、コモディティセクターへの投資配分比率も約16%から約2%へ削減した後約8%に
引き上げました。債券・金利セクターへの投資配分比率は、約55%から、約81%、約86%と連続して引き上げました。
リスクコントロール戦略：4月、市場リスクの上昇に対応するため、株式セクターを中心に投資配分比率を引き下げま
した。また、コモディティ市場でも大きな下落が発生したことを受けて、コモディティセクターの投資配分比率についても抑
制しました。5月は、市場リスクの低下を確認し、株式やコモディティセクターへの投資配分比率を引き上げました。
トレンド戦略：3月末時点で株式セクターにおいて買い建てのポジションを構築していたものの、4月に米国および日本
の株式にかかるポジションを買い建てから売り建てへ変更して株式セクター全体で売り建てのポジションとしました。5月は
株式セクターにおいて、売り建てから買い建てに変更しました。

以下はダブル・ブレイン・コア（スタンダード）が投資対象とする「マン・ファンズⅨ‒マン・インスティテューショナル・ポートフォリオ・チタニウム・コア」（2022年4月26日設
定）のデータです。リスクコントロール戦略（スタンダード）をリスクコントロール戦略、トレンド戦略（スタンダード）をトレンド戦略と称する場合があります。

戦略別資産別ウェイトの推移2.

出所：マン・グループのデータを基に野村アセットマネジメント作成
上記は「マン・ファンズⅨ‒マン・インスティテューショナル・ポートフォリオ・チタニウム・コア」の過去の運用実績であり、

将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。

ファンド全体の概算ウェイト推移 期間：2025年1月末～2025年5月末、月次

【スタンダード全体】

【スタンダード全体（うち株式）】

【スタンダード全体（うちコモディティ）】

※債券・金利はインフレ連動債を含みます。

【スタンダード全体（うち債券・金利※）】
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4月前半のグローバルな株式市場の下落局面においては、各ファンドはリスクコントロールにより株式やコモディティへの投
資配分比率を引き下げ、損失抑制を図りました。一方、株価の反発局面では、株式への投資配分比率を引き下げて
いたことから、パフォーマンスは緩やかな回復にとどまりました。

5月に入っても、トランプ大統領の動向を背景に、ブルームバーグ世界貿易政策不確実性指数※は高水準で推移して
おり、市場の不安定な状況が続いています。

こうした環境下において、リスクコントロールによるポジション調整のため短期的には市場急落後の反発に追随できない
局面も想定されますが、市場急落時に起こり得る深刻な損失を回避することで、中長期的に安定したパフォーマンスの
獲得を目指してまいります。

※世界の貿易政策の不確実性の度合いを測定する指標であり、数値が高いほど政府の施策や交渉、関税、地政学的緊張などにより、貿易関連の動向が予測
困難かつ不透明であることを示しています。

ファンドの運用方針3.

上記は過去のデータであり、将来の投資成果を示唆あるいは保証するものではありません。また、作成時点の見解であり今後変更される場合があります。

出所：ブルームバーグのデータを基に野村アセットマネジメント作成

出所：マン・グループの提供情報を基に野村アセットマネジメント作成

（ご参考）ブルームバーグ世界貿易政策不確実性指数の推移 期間：2009年1月末～2025年5月末、月次
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（円）

（ご参考）設定来の運用状況

基準価額の推移  期間： 2022年4月26日（設定日）～2025年6月10日、日次

上記期間において分配金実績はありません。

上記は過去の運用実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。

＜当資料で使用した指数について＞
●FTSE世界国債インデックスは、FTSE Fixed Income LLCにより運営されている債券インデックスです。同指数はFTSE Fixed Income 
LLCの知的財産であり、指数に関するすべての権利はFTSE Fixed Income LLCが有しています。●MSCI All Country World Indexは
MSCIが開発した指数です。同指数に対する著作権、知的所有権その他一切の権利はMSCIに帰属します。また、MSCIは同指数の内容を
変更する権利および公表を停止する権利を有しています。●「Bloomberg®」は、Bloomberg Finance L.P.および、同インデックスの管理
者であるBloomberg Index Services Limitedをはじめとする関連会社（以下、総称して「ブルームバーグ」）の商標およびサービスマーク
です。ブルームバーグまたはブルームバーグのライセンサーは、ブルームバーグ・インデックスに対する一切の独占的権利を有しています。
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ダブル・ブレイン・コア（マイルド）
ダブル・ブレイン・コア（スタンダード）
ダブル・ブレイン・コア（ブル）
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ダブル・ブレイン・コア（マイルド）
ダブル・ブレイン・コア（スタンダード）
ダブル・ブレイン・コア（ブル）

（2025年6月現在）
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【当資料について】

当資料は、ファンドに関する参考情報の提供を目的として野村アセットマネジメントが作成したものです。

当資料は信頼できると考えられる情報に基づいて作成しておりますが、情報の正確性、完全性を保証するものではありません。

当資料中の記載事項は、全て当資料作成時以前のものであり、事前の連絡なしに変更されることがあります。

当資料中のいかなる内容も将来の運用成果または投資収益を示唆あるいは保証するものではありません。

【お申込みに際してのご留意事項】

ファンドは、元金が保証されているものではありません。

ファンドに生じた利益および損失は、すべて受益者に帰属します。

投資信託は金融機関の預金と異なり、元本は保証されていません。

投資信託は預金保険の対象ではありません。また、登録金融機関が取り扱う投資信託は、投資者保護基金制度が適用されま
せん。

ファンドの分配金は投資信託説明書（交付目論見書）記載の「分配の方針」に基づいて委託会社が決定しますが、委託会社の
判断により分配を行なわない場合もあります。また、将来の分配金の支払いおよびその金額について示唆、保証するものでは
ありません。

お申込みにあたっては、販売会社よりお渡しする投資信託説明書（交付目論見書）の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判
断ください。

7/10



お申込みは

※上記販売会社情報は、作成時点の情報に基づいて作成しております。

※販売会社によっては取扱いを中止している場合がございます。

ダブル・ブレイン・コア（マイルド）

金融商品取引業者等の名称 登録番号

加入協会

日本証券業

協会

一般社団法人

日本投資

顧問業協会

一般社団法人

金融先物

取引業協会

一般社団法人

第二種金融商品

取引業協会

株式会社三井住友銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第54号 ○ ○ ○

アイザワ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第3283号 ○ ○ ○

株式会社SBI証券 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○

極東証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第65号 ○ ○

ぐんぎん証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2938号 ○

静銀ティーエム証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第10号 ○

むさし証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第105号 ○ ○

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○

ひろぎん証券株式会社 金融商品取引業者 中国財務局長（金商）第20号 ○

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2336号 ○ ○ ○ ○
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お申込みは

※上記販売会社情報は、作成時点の情報に基づいて作成しております。

※販売会社によっては取扱いを中止している場合がございます。

ダブル・ブレイン・コア（スタンダード）

金融商品取引業者等の名称 登録番号

加入協会

日本証券業

協会

一般社団法人

日本投資

顧問業協会

一般社団法人

金融先物

取引業協会

一般社団法人

第二種金融商品

取引業協会

株式会社三井住友銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第54号 ○ ○ ○

株式会社宮崎銀行 登録金融機関 九州財務局長（登金）第5号 ○

アイザワ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第3283号 ○ ○ ○

池田泉州ＴＴ証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第370号 ○

四国アライアンス証券株式会社 金融商品取引業者 四国財務局長（金商）第21号 ○

株式会社SBI証券 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○

極東証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第65号 ○ ○

ぐんぎん証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2938号 ○

静銀ティーエム証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第10号 ○

むさし証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第105号 ○ ○

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○

百五証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第134号 ○

ひろぎん証券株式会社 金融商品取引業者 中国財務局長（金商）第20号 ○

ＦＦＧ証券株式会社 金融商品取引業者 福岡財務支局長（金商）第5号 ○ ○

水戸証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第181号 ○ ○

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2336号 ○ ○ ○ ○
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お申込みは

※上記販売会社情報は、作成時点の情報に基づいて作成しております。

※販売会社によっては取扱いを中止している場合がございます。

ダブル・ブレイン・コア（ブル）

金融商品取引業者等の名称 登録番号

加入協会

日本証券業

協会

一般社団法人

日本投資

顧問業協会

一般社団法人

金融先物

取引業協会

一般社団法人

第二種金融商品

取引業協会

株式会社三井住友銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第54号 ○ ○ ○

アイザワ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第3283号 ○ ○ ○

株式会社SBI証券 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○

極東証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第65号 ○ ○

静銀ティーエム証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第10号 ○

むさし証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第105号 ○ ○

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○

ひろぎん証券株式会社 金融商品取引業者 中国財務局長（金商）第20号 ○

ＦＦＧ証券株式会社 金融商品取引業者 福岡財務支局長（金商）第5号 ○ ○

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2336号 ○ ○ ○ ○
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